
ASEANにおける政治協力の制度化

はじめに

1976, 77両年首脳会談を催したことによって ASEAN(The Association of 

:South-East Asian Nations ：東南アジア諸国連合〉は設立後 10年を経て一つの大

きな節目を迎え，東南アジアの政治を語る上で無視できない存在になった．

地域協力機構としての ASEANに対する認識は，従来は少数の例外を除い

て，消極的な評価と悲観的な見通しとから構成されていた.1) この傾向が，性

急な結論を避けながらも，ASEANを積極的に評価する方向に変化し始めたの

も， 1976一77年の節目を境にしてのことであった．幻同時に ASEAN認識につ

いても三つのコンセンサスが成立する方向に向った．むその第ーは，政治協力

を実際的経済協力の窮極目標 とみなすか政治協力と経済協力を二本の柱とみ

なすかとL、う程度の差こそあれ， ASEANの政治的側面が重要な意味を持っ

ているとし、う認識である．第二は，協力が実質的に始まるのは1971年以降であ

り，それ以前には見るべきものもなく，しかも協力が本格化するのは75, 76年

前後からであるという ASEAN協力の発展段階的認識である．最後の認識は，

ASEANの協力は大国を始めとする域外国際環境に大きく依存しているという

点である．

以上の収数しつつある ASEAN認識が定説となる前に，それらを再検討す

ることが本稿の目的である．まず第一点に関して言えば，重要であるはずの

ASEANの政治的側面は今日に至るまで実証的かつ体系的に分析されたことが

なかった．問題の重要性と研究の欠如とのギャップをいくらかでも埋める必要

がある．第二点に関しては，そのような ASEANの協力の発展説が実証的分

析に耐え得るかどうか検証する必要がある. ASEANの協力， 特に政治協力は
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その初期から一貫してなされてきたという仮説を対置したい．第三点に関して

は，国際環境要因を強調しすぎてはいないだろうか. ASEAN内部の自律的な

活動による協力推進が果して無視できる程度のものかどうか確める必要があ

る．

以上の問題点に答えるべく，本稿では政治協力が ASEANにL、かに定着し

ていったか，すなわち政治協力の制度化の過程を明らかにしたい．具体的にはト

(1) ASEANの最初の10年間， 1967一77年の期間について，（2）最高政策決定機関

である外務大臣会議の活動に焦点をしぼって，（3）構造と実際活動の二側面の安

定性と変化とに着目 して， ASEANにおける政治協力の制度化を議論する．本

稿の作業によって，機構の静的分析や事例中心の分析では解明され得なかった，．

動的で一貫性のある時系列が明らかになり，将来なされるべき動的要因分析の

一助になれば， ASEANの新たな社会科学的研究の方向を示唆できるである！

う．

本稿の構成は，まず本論に入る準備として，次節（IT）で ASEANにおける

政治と外相会議の位置づけと分析概念の整理とをしておく．本論では外相会議

に焦点をしぼって ASEANの実際の活動における政治協力の制度化を考察する，

Eでは機構の側面から， Nでは行動の側面から，議論を進める.Vでは制度化

から見た ASEANの時代区分論をあっかう．最後（羽；）に結論を提出し，討論をー

加える．

n 準備的考察

1 ASEANにおける政治協力の位置 1967年8月にインドネシア，マレ

ーシア，フィ リピン，シンガポール，タイの 5カ国によって結成された ASEAN'

が政治協力をどう位置づけているかは ASEANの本質を規e定する大きな問題守

であった．これをどうとらえるかは，従来二つのアプローチがあった．第ーは

組織，特に ASEAN 設立宣言，の分析である．まず，宣言の前文に相当する

部分では次のように地域の安全保障について述べられている.4) 



ASEANにおける政治協力の制度化 163 

東南アジア諸国聞に相互利益と共通の問題が存在することに留意し，現

存の地域的団結と協力を更に強化する必要を確信し，

平等と連帯の精神によって東南アジアにおける地域的協力を促進する共

同行動のための確固と した基礎をうち立て，もって域内の平和，進歩及び

発展に寄与することを希求し，

（中略）

東南アジア諸国は，域内の経済的 ・社会的安定の強化と諸国の平和的 ・

進歩的発展に主要な責任を有し，し、かなる形，あるいは言明であれ，外部

からの干渉に対しては， 諸国民の理想と希望とに従い，国民的一致を守る

ため，その安定と安全とを確保すべく決心していることを考慮し，

すべて外国の基地は，暫定的なものであり，関係国の同意表明によって

のみ維持され，域内諸国の国家的独立と自由とを直接又は間接に破壊し，

あるいは諸国の秩序ある発展を阻害する目的で使用されるべきではないこ

とを確認し，

（以下，宣言本文に続く）．

ところが，このように政治的に極めて重要な目標を設定しながらも， ASEAN

そのものの具体的活動の目的と して掲げられた7項目のうち，政治に関係して

いるものは第二項目の，

2 域内諸国関係における正義と法の支配を尊重し，国連憲章の諸原則を

支持し，もって域内の平和と安定を促進する．

とし、う抽象的なもののみであった．このような特徴から， ASEANは政治的理

念に奉仕する経済協力機構であるというとらえ方も可能になる．しかしまた，

同じ分析手続きを経て，上の結論とは正反対に， ASEANは経済協力を目的と

する機構であるとしづ結論を得ることも可能である．

現実に ASEANの政治協力についてコンセンサスができてきたのは，第二

のアプローチ，すなわち実際の活動を分析することによってであった．具体的

には 1971年のクアラ・ルンプル宣言， 73年のベトナム和平問題仲介の動きな

ど， ASEAN の政治活動を無視できなくなり， 76年の第一回首脳会談を評価
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するにあたって政治協力の重要性に対する認識が定着したのである. 1970年代

末になって，ょうやく ASEANを政治的協商（political entente）として見直

したり〔Morrison& Suhrke 1978: 272-275〕， ASEANの安全保障戦略を議論し

たり〔黒柳 1979〕できるようになった．

ASEANの活動を担う組織は，当初，構成田の圏内事務局，常務委員会，主

題別の各種委員会，外相会議の 4種類であった.S) 1975年以来 ASEANは機構

上大きな変革を遂げるが，外相会議は67年以来引き続いて最も重要で、あ り，特

に毎年開催される定例外相会議は最高政策決定機関である.ASEAN設立宣言

には，年次定例会議の他に，必要に応じて特別外相会議を招集できる ことが明

記されている．

政治協力を分析する際忘れてはならないのが，上記2種の外相会議に加えて，

第三のタイプの外相会議である．これは形式上， ASEAN諸国の外相が非公式

に聞く会議であり， ASEANの枠外の外相会議である．しかし，このタイプの

外相会議は ASEANの機構に大きく依存している． 後で詳 しく論ずるが，年

次定例会議に ASEAN諸国の外相が全員集まった折に非公式会議も開催され

る程密着しているのである．このタイプを事実上の ASEAN外相会議とみな

して，本稿の考察の範囲に含める ことにする．

経済協力ならば ASEAN設立宣言の規定に即して臨時委員会や常設委員会

を設置して，そこで実務がなされ，外相会議は委員会活動の了承と大方針の決

定とを行なえば良L、かも知れない．しかし政治協力に関しては手足となる実務

機関は形式上設置できない．訂 したがって外相会議が実務的な政治協力の場と

なる傾向がある．さらに， ASEANの政治協力の重要な要素は政府首脳レベル

の政治的協議である．また，政治協力に限らず，重要決定は必ず外相会議でな

される．こうした点から見て， ASEANの政治協力を論ずるには，最も重要な

外相会議にまず焦点を合わせなければならない.7) 

2 「協力」と「制度化」 本稿で用いられる重要な二つの分析概念につい

て，本論に入る前に説明しておこう． 第ーは「協力」である．国際関係は紛争

と協力のスベクトルとして巨視的にとらえられるが， 歴史的に協力よりも紛争
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が目立ちがちだったために，必ずしも明瞭な協力ではなくとも協力の範囲に含

まれる関係がある．国家の対外行動の分類（たとえば 〔McClelland& Hoggard 

1969〕）においても，東南アジア地域の国際協力の研究（たとえば〔Somsakdi

1973〕）においても，協力とみなされる行動や関係は，協議や意見交換のよう

な相手との接触自体を含んでいるのである．

本稿における協力の概念も以上のような国際関係論における概念に従ってい

る．まず，最狭義の「協力」として，文字通りの協力，すなわち共同行動ない

し集団行動を考える．次に，この定義の前提となるようなそれより広義の第二

の「協力」として合意を考える．「合意」には条約や協定のような法的拘束力

のある合意も宣言のような実質的合意の表明も含まれるものとする．古典的

だが，同盟の締結は「合意」であり，それに基づいた共同作戦は「共同行動」

である．最後に以上の二つの概念の前提となる最広義の「協力」として協議を

考える． 「協議」は，何らかの共通の目標をめざして関係国が意見を交換し，

相互に理解を深め，もし可能ならば目標を実現する方向で「合意」や「共同行

動」に発展するような行動である．したがって，必ずしも目標が達成されなく

とも，あるいは意見の一致を見なくとも，協議したこと自体が協力の一つの現

われとみなされるのである．

最広義の「協力」をまず利用して， ASEANの政治協力を分析するのは三つ

の理由から正当化できる．第ーに，本稿の課題は政治協力と呼べるような活動

があるか否か，もしあるならいつからか，とL、う根本的な問題に答えることで

ある．第二に，そのようなことが問題になること自体， ASEANにおける政治

協力が低いレベルのそれで、あり，したがってできるだけ広義の「協力」で分析

する必要があることを暗示している．第三に，「共同行動」のような高いレベ

ルの「協力」が存在したとしても，それはその前提となる「協議」によって検

知されているはずである．以上のような理由から，政治協力を初めて体系的に

考察しようとする本稿では，最広義の定義である「協議」を採用している．

第二の概念は「制度化」である．国際関係論における「制度」とは，国際社

会の行為主体の行動や役割の秩序づけられた集合で、ある．それが存在する結果



166 第E部政治統合と経済発展

として，ある程度の確かさで予測できるような安定した組織や活動を観察する

ことができる．行動や役割を「制度化」するということは，秩序も規則性もな

い非形式的な行動や役割を，より秩序づけられ規則性が見出される形式的なも

のに変えることである．

国際関係論において「制度化」は二つの側面から検討される．第ーは，機構

とし、ぅ形式的な枠組の整備である．この意味で， ASEANの成立と存続自体が

構成 5カ国の地域協力の制度化の一つの現われである.ASEANにおける政治

協力の機構上の制度化とは，政治協力を可能にし実現していくための機構が

ASEANの枠内に整備されてL、〈過程である． もう一つの側面は，行為主体の

実際の活動が，安定した規則性を獲得してL、く過程である. ASEANについて

言えば，その活動の中で偶然ないし散発的であった政治協力が規則的なものに

定着してし、 く過程である．

機構の整備と活動の規則化とが進む中で，全体的統ーを失わずに，特定の機

関が特定の活動を担うようになる過程を「分化」と呼ぶ．分化は制度化の顕著

な現われの一つである．本稿においても，政治協力の制度化を機構の整備と活

動の規則化の両側面から分析すると ともに，「分化」が観察され得るかどうかも

検討したい．

m 政治協力の制度化（1）：機構における

1 第二固定例会議における非公式会議 1968年8月6,7の両日， クャ

カルタで第二固定例外相会議が聞かれた．この会議後の共同声明（jointcomm-

unique）を読む限札そこでは実務的な経済協力のみが討議された印象を受け

る．

しかし 2日目に非公開の非公式会議が催されて，その場で重要な地域安全保

障の問題が話し合われた．パリにおけるベトナム和平会談の見通し，イギリス

軍の1971年までにスエズ以東から撤退する計画がマレーシア．シンガポールに

及ぼす影響，東南アジアにおけるアメ リカ軍駐留問題，核拡散防止条約調印問
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題などが協議の内容に含まれており，外相聞で意見の交換がなされた〔Bang-

kok Post（以下BPと略す） 8月9日付〕，〔StraitsTimes 8月 9日付〕. ASEAN諸国

の政治協力はこのようにして第一歩が踏み出された．

この非公式会議で安全保障の具体的な問題で合意が見られたかどうかは資料

的には明らかでないが，将来の問題として，極めて重要な合意ができた．これ

は， ASEAN地域の安全が脅かされる ような緊急な事態が生じたときには非公

式かつ緊急に会議を招集することが合意され，しかもそれは政府首脳レベルの

会議をも予想していた〔BPS月9日付〕．ただ，ここで注意する必要があるのは，

必要に応じた非公式会議開催を提案したタイのタナット外相がどのような脅威

を念頭に置いていたかとし、う問題である．非公式会議で取り上げられたような

安全保障問題があったことは否定できないだろう．しかし，サバをめぐって再

燃したマレーシアとフィリピンとの聞の，険悪化しつつあった対立も同時にタ

ナットが考えていた可能性も十分ある.8) 

2 パンセン非公式会議 1968年 11月マレーシア，フィリピン両国は互

いに大使館員を引き揚げて，大使館は閉鎖される事態に発展した．これを解決

すべく， タナットは 12月11～14日にノくンコクで ECAFEの第三回アジア経済

協力閣僚会議が聞かれる際，ラモス ・フィリピン外相とラサ’ク・マレーシア副

首相が釆タイする機会を利用して，非公式の ASEAN外相会議を聞くことを計

画した. 12月12日，当初予定外であったマ リク・インドネシア外相とラジャラ

トナム・シンガポール外相が相次いでバンコクに到着したが，マレーシアが最

後まで消極的であったために，会談場所はおろか開催するか否かさえ決定され

ていなかった〔BP12月13日付〕．

結局， ECAFEの会議が終了後， 14日にパンコク近郊のパンセンで非公式会

議は聞かれた．会議開催を計画したタナッ トは， ASEAN諸国の外相の関心が

あるのは地域の平和 ・発展 ・安定と相互理解とであると述べるだけで，サパ問

題が取り上げられることを明言するのは避けた〔BP12月 15日付〕． しかしこの

会議でサノ〈問題が中心議題となったのは当然で、あり．紛争当事国代表は他の

ASEAN外相らと協議を重ねながら，会議終了後の報道発表では，相互に理解
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し和解を進めることを確認し合ったので、ある．

定例会議以外にも非公式に ASEAN諸国の外相会議を開催できる ことについ

て合意ができてからわずか 4カ月後，こうしてそれが実現することになった．

地域協力推進のためのはずの非公式外相会議が内部紛争のために初めて聞かれ

たのは皮肉と言えないこともない．しかし紛争解決をめざす協議が国際関係に

おける重要な政治協力であることを思い出すと，この種の協力が ASEANとい

う枠組を利用してなされたことは重要な意味を持っていたので‘ある．

マレーシアとフィリピンの和解は ASEANの第三固定例外相会議の初日

(1969年12月16日）に発表された．

3 クアラ・ルンプル外相会議一一一いわゆる第一回特別外相会議 1971年

11月26, 27日の両日 ASEAN諸国の外相は，前月ニューヨークでの非公式会

議の合意を受けて， クアラ ・ノレンフ．ルに集まり，東南アジアを平和自由中立地

帯とする宣言 （クアラ ・ルンプル宣言，中立地帯宣言）を発表した.9）これが

今日， 第一回特別外相会議と称されているものである．この政治的意味に満ち

た宣言を発表したこと自体，検討すべき重要な出来事であるが，政治協力の制

度化という観点から見たこの会議の重要性は，いったL、どこにあるのであろう

台、一

この問題の要は，会議が設立宣言に規定されている特別会議のタイプかどう

かとい う点である．まず，会議の共同声明にも，宣言文にも，この会議が

ASEANの特別外相会議として開催されたと明記されていない． また当時の

ASEAN諸国政府の文書にも，新聞報道等にも，この会議を特別外相会議と称

している例は見当らない．表現形式は，「ASEAN構成諸国の外務大臣会議」

であり， 68年 12月の非公式会議の名称と同じなのである．したがって， 1971

年 11月当時においては，会議は非公式であり，クアラ ・ルンプル宣言は

ASEANのではなく ASEAN諸国の宣言であったと言える．

ところが翌年7月に再び非公式会議が聞かれると，それを第二回特別外相会

議と呼び，71年 11月の会議を第一回とみなすようになるのである.IO) 1976年

前後になると， ASEAN諸国政府の刊行物の中にも， 1971年11月以降の非公式
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会議の一部もしくは全部を特別会議とし、う呼称で表現するものが現われてぐ

る．山実際に，会議自体の文章で特別会議と明記したものは第一回首脳会議一

周年記念の会議（1977年2月，いわゆる第四回特別会議）が最初である．

結局， 1971年 11月の外相会議の意義は，非公式会議であったにも拘らず，

第一回特別外相会議と後日みなされるようになった点にある．政治協力は

ASEANの枠外の非公式なものであるという ASEANの立場は ASEAN諸国

自らが非公式会議を ASEANの特別会議と位置づけるようになることによって，

説得力を持たなくなった．換言すれば， ASEANの外相会議と ASEAN諸国の

外相会議との差が実質上なくなったことを意味している．したがって，この非

公式会議に即して設立された中立化問題を扱う ASEAN諸国の高官委員会が

ASEANの委員会として理解されたのも当然であった．

クアラ・ルンブ．ル宣言と L、う政治的に非常に重要な外向けの意思表示を公に

したために， ASEANの枠外の非公式会議を通じての政治協力が実は ASEAN

の枠内の協力であることを自他共に認める発端になったのである．

4 第五固定例会議における非公式会議 1972年4月13,14両日シンガポ

ールの第五固定例会議が開催された際， 5カ国外相は再び非公式会議を聞き，

その場で，以後最低限 l年に 1回は定期的に ASEAN諸国の外相が集まって，

地域に影響を及ぼすような国際問題について協議することに合意した．ここに，

政治協力のための非公式な外相会議の定例化が決定されたのである．

この合意に基づいて開催された非公式外相会議は次の通りである．

72年7月13～14日 マニラ（し、わゆる第二回特別会議）

73年2月15日 クアラ・ルンフ．ノレ（し、わゆる第三回特別会議）

73年4月17日 パタヤ（第六固定例会議の際）

74年5月8日 ジャカルタ（第七固定例会議の際）

75年 5月14日 クアラ ・ルンフ．ル（第八回定例会議の際）

76年6月25日 マニラ（第九固定例会議の際）

77年7月6～7日 シンガポール（第十固定例会議の際）

非公式会議の定例化が決定された第五固定例会議から第六固定例会議までのー
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年間に二つの非公式会議 （1,、ずれも特別会議と称されている）が聞かれている．

これらは，緊急な課題として浮かび上がったベトナム和平を最重要議題とする

ものであった． 結果的には特に貢献しなかったものの， ASEAN諸国が域外の

問題について積極的な政治協力を始めたことを示唆している．

また，非公式会議と特別会議との区別が無意味になったことは前項で‘述べた

が，それが定着するのが，この定例化した一連の非公式会議の開催によってで

ある. 1971年 11月のクアラ ・ルンフ。ル外相会議に続く，いわゆる第二回，第

三回の特別外相会議は， 定例会議期間中以外に聞かれた非公式会議を指してい

る．さらに，期間中に非公式会議を聞 くようになった第六回以降の定例会議を

定例 ・特別合同会議とする見方も出てきた．形式的には誤り である非公式会議

を特別会議とみなす見方も，非公式会議が実質的に ASEANの政治協力の場と

して定着しつつあった現実に対応していたので、ある．

5 ASEANの機構改革 大規模な機構改革は， 1973年の第六固定例会議

で中央事務局の設置が決定されたのを皮切に， 74年の第七固定例会議で経済協

力推進のための国家計画担当大臣会議の開催や全面的機構改革実施が合意され

るなど，次々と打ち出されていった.75年以来具体化が進み，外相会議の他に，

労相会議 （4月） や経済計画但当相会議 （11月）などの閣僚会議が次々と設置

された. 76年2月には初の首脳会議が聞かれ，その際に中央事務局の設立協定

が正式調印され6月に発足した．

ASEANの正統性を飛躍的に高めた首脳会議の開催〔矢野 1977〕は， ASEAN

協調宣言の発表や東南アジア友好協力条約の締結などの成果を上げ，政治協力

にとって大きな意義があった．政治協力の制度化とし、う観点から，首脳会議に

優るとも劣らない程重要な機構の改革は，経済計画担当相会議（経済閣僚会議）

の設置である．この結果，ASEAN プロジェクトや特恵関税などの経済協力の

問題は，経済閣僚会議の管轄下に置かれることになった.1976年3月の第二回

会議においては，常設委員会をすべて発展的に解消し，新たに五つの実務委員

会を経済閣僚会議の下部機関として創設することが決ま った．こうした実務レ

ベルの改革に伴って，外相会議の下には非経済的実務委員会四つが作られ，機
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構の形式上，経済協力は経済閣僚会議の担当，非経済協力は外相会議の担当と

ASEANの活動は分化したので、ある．非経済協力には文化科学協力も含まれて

はいるが，情報相会議，社会福祉担当相会議，教育相会議が ASEANの枠内で

設置された．したがって外相会議は非経済協力と言っても実際には政治協力に

専念できる体制になったのである．

6 第九固定例会議における非公式会議 第一回首脳会談後初の外相会議

は 6月の第九固定例会議であった．前述の一覧表（169頁参照）にあるように，

この際にも，第五固定例会議期間中における非公式会議の合意に基づいて，政

治協力のための非公式会議が聞かれている．

従来，この種の非公式会議が ASEAN の定例会議と形式的にはっき り異な

るという点は，定例会議の共同声明とは別に，非公式性を明示した報道発表が

出されてきたという事実によって確認できた． しかし，この第九固定例会議に

おける非公式会議がら，この種の報道発表は出されなくなったので、ある．同時

に，非公式会議は，定例会議2日目の非公開会議として扱われるようになる．

こうして，定例化した非公式会議は定例会議の秘密会に性格を変えて， ASEAN

の枠組の内部に完全に定着した．

そもそも非公式会議は ASEANの枠内では厳密にはあっかえないはずの政治

協力を実現するために作られ，以来その機能を果してきた. 1976年前後の機構

改革の結果，外相会議は非経済協力と全体的調整を担うこととなり， 実際には

政治協力を公にあっかえるようになった．この過程の中で，定例非公式会議は

積極的存在理由を失い， 公式の ASEAN定例外相会議に吸収され るに至 った

のである．

IV 政治協力の制度化（2）：行動における

1 分析方法論 この節では ASEANの外相会議の活動を分析する ことに

よって．政治協力の制度化をさぐる． ここにおける分析とは， 個々の外相会議

でどのような政治協力がなされたかを，個別的に逐一紹介するわけではない．
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前節の機構の側面における制度化の分析を質的なものとすると，この節の分析

は外相会議の活動を量的に把握することによって，質的変化である制度化を量

的側面から観察しようとする試みである．

本稿では「協議」を最広義の協力とみなしている．この定義に従えば，（1)

ASEANの最高政策決定機関である定例外相会議，（2）緊急の必要性によって

聞かれる特別外相会議，（3）政治問題を特に扱う非公式外相会議，などの各種

外相会議が聞かれること自体が政治協力である．この意味で，外相会議の頗度

は政治協力の程度の指標の一つになる.12）この指標の時系列パターンを見るこ

とによって，政治協力の制度化を探る鍵が見つかる可能性がある．

しかし，外相会議開催に政治協力としての意義を求めるとしても， ASEAN

本来の活動目的は専ら経済協力のはずである．外相会議の頻度では，全体的活

動の中で経済分野と政治分野とがどの程度の比率を占めているのかは判らない．

したがって，外相会議頻度を政治協力活動の第一次近似の指標とすると，一層

活動を忠実に反映するような第二次近似の指標が必要となる． 一つの考え方は，

各会議の協力項目のうち政治的な内容のものを数え上げることである．しかし

この場合，その重要性ゆえに協力項目がただ一つのこと もあるであろうし反

対に，さほど重要でないために多くの協力項目が一会議中に出て来るかも知れ

ない．したがって，第二次近似としては相対的指標の方が好ま しい．

本稿では，政治協力の第二の指標として，各外相会議における全協力項目中

に占める政治協力項目の比率を用いる．この方が，政治協力項目の絶対数より

も外相会議における政治協力の比重を正確に反映していると考えられる．

2 分析結果（1）一一外相会議頻度 ASEAN設立以後，第十固定例会議

の聞かれた 1977年までの外相会議開催の記録をまとめると表1のようになる．

ただし定例会議中に聞かれた非公式会議は別の会議として掲げてある．これ

を基礎にして，各年間頻度を求めて時系列的に示したものが図 1である．年間

頻度は Oから5回であるから，会議が 1回聞かれるか否かの差はかなり大きい．

しかし， 1回の差を意味的に大きく解釈するのは無理であるから，図 1におけ

る頻度の時系列パターンの解釈も暫定的なものとならざるを得ない．
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表 1 ASEANの外相会議の開催記録

A. 定例会議

第一回

第二回

第三回

第四回

第五回

第六回

第七回

第八回

第九回

第十回

B. 特別会鑓

1967年 8月 5-8日

1968年 8月6ー 7日

1969年 12月16ー17日

1971年 3月12-13日

1972年 4月13-14日

1973年 4月16ー18日

1974年 5月7-9日

1975年 5月13ー15日

1976年 6月24-26日

1977年 7月5-8日

1977年 2月24日

C. 定例的非公式会議日

1972年 7月13ー 14日

1973年 2月15日

1973年 4月17日

1974年 5月8日

1975年 5月14日

19初年 6月25日

1977年 7月6ー 7日

D. その他の非公式会議

1968年 8月7日

1968年 12月14日

1971年 10月2日

1971年 11月初ー27日

1972年 4月14日

1976年 2月9-10日

1976年 2月20日

1977年 8月1日

1977年10月5日

1) 詳しくは第四節 4を重量照．

2) いわゆる特別外相会議．

3) 首脳会議の噂側．

ノζyコク

ジャカJレタ

カメロン・ハイランズ

マニラ

シンガポール

パタヤ

ジャカノレタ

グアラ・ルンプノレ

マニラ

シンガポーノレ

マニラ

マニラ2)

Fアラ・ノレンプル幻

バタヤ

ジャカノレタ

タアラ・ルソプル

マニラ

シソガポール

ジャカノレタ

，ミユノ-tユノ

ニューヨーク

クアラ・ルンプノレ幻

シンガポーノレ

バタヤ31

，ミリ 31

Fアラ・ルンプノレ約

ニューヨ－!J
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年間開催頻度

（回）

5 

4 

3 

2 

。
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一一一う
1967 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 （年）

図 1 ASEAN外相会議の開催頻度

図 1の特徴を掲げると，

(1) 1968年をピークとする 67年から69年にかけての山，

(2) 1971年から 75年にかけての比較的平らな台地，

(3) 1976, 77年の急な高まり，

の 3点である. 1970年に会議が全然聞かれていないのは，その年末にマニラで

聞かれるはずの第四固定例会議が，フィリピンを襲った台風の大災害のために

翌年3月に延期されためで、ある．しかし，このことを考慮しでも， 69～70年に

かけての 「谷」は無視できない．また， 1976, 77年の急な高まりは，首脳会議

開催の影響である．なぜなら， 76年2月の首脳会議準備のための 2回の外相会

議，第一回首脳会議一周年記念の特別会議，第二会首脳会議準備のための会議

を除くと，外相会議開催頻度は 76年 2回， 77年 3固となり， 1971年以後の

「台地」の延長と考える こと もできるからである． しかし， 仮に首脳会議が全

く聞かれなかった場合，以上の 4回の会議は開催不要となったとしても，首脳

会議で合意されたような重要案件の処理などについて早晩外相会議が聞かれる

ことになったと考えられる• Iめしたがって，76年以後の高まりも無視できない

であろう．

政治協力の制度化と関連づけて，図 1の時系列パターンを解釈してみよ
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表 2 ASEAN外相会議における政治協力

年 月 ｜定例外特別相 非会公議式 ｜定政例治協特力別項目非の対比率 ｜一目総数

1967 8 1 

1968 8 2 

2’ 
1968 12 パソセソ

1969 12 3 

1971 3 4 

1971 10 ニュー ヨーク

1971 ll l 

1972 4 5 

5’ 
1972 7 2 

J.973 2 3 

;J.973 4 6 

6’ 
吐974 5 7 

7’ 
•l975 5 8 

B’ 
!976 2 パタヤ

"l976 2 パリ

1976 6 9 

9’ 
l977 2 4 

1977 7 10 

10’ 
1977 8 グアラ・ノレンプノレ

1977 10 ユューヨーク

1) NAは資料のないことを示す

2）いわゆる特別会銭

66.7 3 

66.7 3 

100.0 1 

NA NA 

22.2 9 

22.2 9 

NA NA 

100. 0 4 

25.0 12 

100.0 l 

85. 7 7 

80. 0 5 

20. 0 5 

100.0 9 

25. 0 4 

100. 0 4 

0.0 4 

75. 0 8 

NA NA 

NA NA 

33.3 6 

100目。 l 

60.0 5 

33.3 6 

NA NA 

NA NA 

NA NA 

t75 

注

1) 

2) 

2) 

2) 

う．山第一期は設立から70年までに相当し，政治協力の制度化が進む68年に一

つの盛り上がりはあるが，全体としては制度が定着iしていない不安定な時期

である．第二期は 71年から 75年にかけての比較的安定した時期で政治協力の

制度が定着したと解釈できる. 76, 77年の第三期は，新たな制度化をめざして

活動が活発化した時期で、ある．両年の高水準が持続するのか，あるいは制度化

過程が一段落した後再び第二期のような安定期に入るのかとしづ問題に関して

は， 78年以降の推移を考慮に入れなければならない• 15) 
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3 分析結果（2）一一相対的政治協力指標 ここで定義されている相対的

政治協力指標は，「各外相会議における全協力項目中に占める政治協力の比率

（%）」である．この指標の値を計算するには「協力項目」の識別が必要である

が，ここでは識別作業を行なう代わりに， 〔阿部 （編）1977 : 367-377〕の

「ASEAN主要会議要覧」を利用した〔Yamakage1980〕．各外相会議の説明の

ために付け られた， 〔共同声明 ・決定事項〕，〔新聞公表 ・決定事項〕，〔新聞公

表〕，〔討議事項〕に「＊」印でまとめられた 1項目を，「協力項目」とみなし，

各々を政治協力か非政治協力かに分類して，政治協力の占める比率 （%）を計

算した.16）〔Yamakage1980 : 10〕に基づいて，指標の値を表2に掲げた．まず，

全体的な特徴を示すために，平均と標準偏差とを計算すると以下のようになる．

定例会議（n=lO)

特別会議 （n=4)
（いわゆる特別会議を含む）

平均 （%） 標準偏差

31. 4 19. 7 

81. 4 14.4 

非公式会議（n=6) 95. 8 9. 3 

（特別及び非公式会議（n= 10) 90. 1 13. 6) 

これから明らかなように， 全体的に見て，定例会議は非政治協力を，特別会議

及び非公式会議は政治協力を主に分担していることが判る．山

もう少し詳しく特徴をとらえると，

(1) 1969年の第三回から75年の第八回に至る 6定例会議の政治協力の比率は，

0ないし25%と，一貫して低い値を示している．

(2) これに比べて，初期の 2定例会議，及び最近（77年まで）の 2定例会議

は，相対的に高い政治協力の比率を示している．

(3）いわゆる特別会議も非公式会議も，政治協力の比率は高く，レかも比

率のバラツキが小さい．

(4) いわゆる特別会議の政治協力の比率は漸減傾向にあるが，初めの 3特別t

会議が実は非公式会議であるこ とを考慮すると，有意味な傾向かどうか疑

問がある．
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図2 ASEAN外相会議の政治協力比率

以上のような特徴は図 2のように視覚化すると瞭然である．

177 

この相対的政治協力指標の示唆するところに従って，政治協力の制度化を考

えてみよう．まず指摘すべきことは， ASEANの正式な外相会議として，定例

会議はやはり非政治的協力を担ってきたこと，そして前節 （ill）で明らかにな

った非公式会議といわゆる特別会議との実質的 ・形式的同一性は会議の実際活

動を示すこの指標でも確かめられたこと，である．非公式会議 （し、わゆる特別

会議も含む）が一貫して政治協力に専念してきたことは指摘する迄もない．

次に制度化の過程を時期的に区切ってみよう．専ら政治協力を担う非公式会

議が聞かれるようになったものの，定例会議において比較的政治協力が高い，

設立から 1969年にかけてを第一期とみなせる．この時期では， ASEAN5カ国

外相が協議する際は政治が重要課題であったこと，その後政治協力を扱うこと

になる非公式会議がまだ十分制度化されていなかったこと， 具体的目的である

はずの経済協力がまだ不活発であったこと，などが指標によって示唆されてい

る．

第二期は 1969年から 75年までで， この時期では，定例会議は専ら非政治協
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力，なかんずく経済協力に特化しており，政治協力は非公式会議の場であっか

われている．つまり，相対的政治協力の指標は，外相会議がかなり鮮明に分イじ

していることを示唆している．

1976年から本稿の考察範囲の最後 77年までは，一つの時期とみなせる．こ

の第三期の特徴は定例会議において再び政治協力の比率が高まる ことである．

現象的に見る限り，第一期と似た状、況が再出現したと言える．しかしこれは第

三期に外相会議が再び未分化状態に退行したわけではない. 76年以後の定倒的4

非公式会議の記録がないことに象徴されるように，この種の非公式会議は定例i

会議の秘密会的性格に変わった． 第二期には定例会議の機能であった経済協力f

は， 76年からは経済計画担当相会議が果すようになった．定例外相会議の果す

べき機能が経済協力から政治協力に移行したことを，政治協力の比率の高まり，

が反映しているのである．

V 時代区分と要因分析

1 時代区分の実証性 ASEANの歴史はまだわずか十余年とはし、ぇ，そ

の発展経過を特徴づけるための時代区分が既に議論されている．〔矢野 1977〕

はクアラ ・ルンプル宣言を発表したいわゆる第一回特別外相会議と第一回首脳

会談とを画期点と とらえて，（1）設立から71年までの不安定で不活発な第一期，

(2)71年から 76年までの実質を備えるようになった第二期，そして，（3）正統性

と政治的重要性を高めていく 76年以降の第三期に ASEANを時代区分する．

経済的機能を高めるのも第三期である〔矢野1978・92〕．〔松本 1977〕の同様の

試みによる と，画期点は，いわゆる第一回特別外相会議と第八固定例外相会議

である．第一期 （67-71年）は徐々に前進するが，組織，機能両面とも未発達

の時期であり，第二期（71一75年）で ASEANは実質的協力を開始する と

ともに政治的機構に変わり始め，第三期 （75年以降）になると 経済と政治は

ASEAN協力の二本の柱となる．

以上で紹介した二つの時代区分の試みとその他の例をまとめると， ASEAN
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の時代区分に関しては，（1）設立から 71年までの不活動（活動準備）期， （2)71-

75/76年の活動開始（活動実質化） 期，（3)75/76年以降の政治 ・経済二面活動

期，という 3期区分が帰納的に浮かんで来る．このような時代区分の試みは，

ASEANの活動を全体的に検討した結果の判断である反面，文字通り 「画期的J

出来事を重視しており，区分のための実証的判断基準が予め示されていない．

したがって， ASEANの活動が実質化するのはいつなのか， などと逆に問うた

場合に，従来の時代区分がそのまま通用する保証はないのである．

本稿では，第E節と第N節とで ASEANの政治協力を制度化の観点から検討

してきたが，機構上の制度化と活動上の制度化とを統一的に考察して政治協力

の制度化の過程を整理し，吟味する作業が残されていた．この節では， 実証的

な ASEANの時代区分の一つの試みとして，政治協力の制度化過程をまとめる

とともに，従来の時代区分の理由づけ（特徴づけではなく）と制度化の要因分

析とを対照させる．

2 政治協力の制度化から見た時代区分 まず初めに機構の側面から見た

ASEANの政治協力をまとめてみよう. 1968年後半に第一段階 （8月）と第二

段階 （12月）の制度化が実現する．これらは ASEAN諸国外相の非公式会議の

可能性を明確にし，以後定例外相会議以外の場で ASEANレベルの政治協力を

進め得るようになった．次に， 第三段階 （71年11月）と第四段階（72年3月）

とが相次いで来る．前者は非公式外相会議をいわゆる ASEAN特別外相会議と

実質的に同一化し，後者は非公式会議の定例化を実現したもので，若干互いに

性質を異にするが，両者を合わせて， ASEANの枠外の非公式会議を ASEAN

の枠内に実質的に位置づけたと言える．最後に， 75年後半から76年前半にかけ

て機構改革と機能変化が生じる．外相会議は経済以外の協力と全体的調整を担

う最高機関となり，政治協力のための定例的非公式会議は ASEAN定例外相会

議の秘密会議と化すのである．

次に，外相会議の頻度分析の結果によると，設立から70年までは制度化が進

行中の時期で開催頻度がまだ不安定な第一期である.71年から 75年は制度が

定着し， 開催頻度も安定する第二期である. 76年から 77年現在まで第三期で
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政治協力の制度化からみた ASEANの時代区分
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ある．この時期は新たな制度化と 関連して外相会議の開催頻度は急に増す．

最後に，政治協力の相対的比重を表わす指標は次の時代区分を示唆している．

1967年，68年は政治経済協力の機能分化が確立していない第一期である. 69年

から75年までは，経済協力は定例外相会議，政治協力は非公式外相会議 （し、ゎ

にはっきりと分化している時期である．第三期は大規模

な機構改革に伴って定例会議も公に政治協力をあっかうようになった1976年以

降である．

政治協力の三側面から見た以上の時代区分の試みをまとめると表3のように

ゆる特別会議を含む）

時代を区分する「画期的」なこの表から重要なことが判る．すなわち，なる．

時間的幅を持った制度化の流れで、ある．第

ーの大きな流れは 1968年後半から 69年にかけて，機構面で政治協力を扱う非

公式会議の制度を作り，行動面で経済協力と政治協力の分化が起り始めるまで

画期的な出来事ではなく，ものは，

である．第二の流れは，外相会議の頻度が増す（つまり非公式会議が頻繁に開

それが非公式会議の定例化という形で機構的にとともtこ，

制度化される 1971年から72年にかけて生じた．第三の流れは75年後半から76

かれるようになる）
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年前半にかけて，機構改革に伴って，政治協力を ASEAN本来の定例外相会議

も扱うようになり，活動も頻繁になった流れである．

以上の三つの流れで ASEANの短い歴史を区切ると，第一期が1967, 68両年

の制度欠如による未分化的活動期，第二期が 69-71年（正確には68年末から

72年初まで）の活動分化と制度化との進行期，第三期が 72一75年の定着した

制度による安定的実質的活動期，とし、う具合になる．そして 1975年末から 76

年初の機構的機能的大変革を経て， 76年以来新たな制度に従う活発な活動の第

四期に ASEANは入った．

このように政治協力の制度化の流れに着目 して時代区分を行なうと，各時代

の直前の流れがその時代を特徴づけていることが判る．そして，制度化の流れ

は，第ーが機構先行型，第二が行動先行型，第三が機構先行のようだがほぼ同

時進行型，と各々異なった制度化パターンを示している．換言すれば， ASEAN

の政治協力の制度化は，協力の行動の側面と機構の側面とが相互に作用し合っ

て進められて来た．本稿で試みられた時代区分は，このように，政治協力の制

度化という ASEAN内部の発展に基礎づけられているのである．

3 制度化の内在的および外圧的要因 従来 ASEANはすぐれて他律的機

構として理解されてきた．つまり， ASEANの活動は大国を含む域外国際環境

に大きく依存し，環境変化に対する受動的な反応と考えられてきた.18）時代区

分が可能な程 ASEANの活動に変化が生じた原因を域外に求めるという点では，

この節の官頭で紹介した〔矢野 1977〕も〔松本 1977〕も共通している．

他方，前項の時代区分はASEAN内部にのみ着目して試みられている．この

意味では ASEANの活動には時代区分を可能にする程の自律的能動的変化があ

ることを強く示唆している．ただし，政治協力の制度化の原因が域外国際環境

にある場合には，間接的にせよ機構面と行動面との相互作用による変化も他律

的受動的な活動変化と言える．

そこで，この項では ASEANの政治協力の制度化の内在的原因，外圧的原因

をさぐることによって， ASEANの活動は自律的か他律的かとし、う問題を少し

展開してみよう．
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制度化の第ーの流れに対応する時期には，スエズ以東からのイギリス軍撤退

問題が 「軍事の季節」をもたらした〔黒柳 1979: 107-108〕だけでなく，ベトナム

和平が動き出しアメリカ軍の東南アジア大陸部からの後退が近い将来に迫り，

中国はいわゆる造反外交を進め， ソ連は暖昧なアジア集団安全保障構想、を発表

する等 ，々 ASEAN地域の安全保障に直接影響する国際環境の大変容が生じ

た．また，マレーシア・フィリピン関係の悪化も ASEAN諸国外相の憂慮する

問題であった. 1967年に結成されたばかりの ASEANが， 68年にはもうこう

した安全保障上の諸問題に直面し，まがりなりにも政治協力を開始したという

ことは，最初の制度化の流れが自律的な発展の結果ではなく，国際環境からの

刺激に受動的に反応したことを示唆している．

しかし，ここで見落しではならないのは，ASEAN諸国が ASEANの枠組を

利用して政治的コミュニケーションを開始し維持するとし、う選択を行なったこ

とである．当時， ASEANは数年前のマフィリンドの轍の跡を追っているようf

に多くの眼には見えた．山それが紛争当事国以外の構成国の仲介の努力によっ

て， ASEANは瓦解を免れ，政治協力への道を歩み始めたので、ある．したがっ

て，国際環境から幾つもの刺激が入ることによって ASEANは大きく揺り動か

されたが，その影響を政治協力推進の方向に収散させたのは ASEAN諸国の自

律的な活動であった．

制度化の第二の流れも国際環境の大きな変化と関連している. 1971年には 7

月にニクソン米大統領の訪中が発表され， 10月には国連における中国代表権も

交替した．この年の11月に発表されたクアラ ・ルンプル宣言はこのような変化

を直接的な契機として出されたと理解されている.20】第一回首脳会談が聞かれ

るまで，最重要のというより唯一の政治的合意の表明であるクアラ・ルンプル

宣言の重要性は否定すべくもない．しかし，これが設立以来不活発で未発達で

あった ASEANを以後の実質的活動期と分ける文字通りの 「画期的」出来事で

あるとみなせるかどうかは疑問である．マレーシアの積極的な工作が実ったク

アラ・ルンプル宣言は，むしろ，既に 1968年以来制度化が始まった ASEAN

の枠で政治協力を進めていこうとする動きの成果のーっとして理解されるべき
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である．政治協力が実質的に ASEANの枠内に位置づけられていく第二の制度

化の流れは，第一の流れの延長線上にある. 1971年の国際環境の変化は，第二

の流れの始まる時期を早める，ないしはその流れ自体を速める方向に作用した

ことは否定できない．しかし，それはやはり加速要因であって，第二の制度｛じ

の流れは第一の流れが ASEAN内部で自律的に発展した結果で、あると考える方

が，制度化の全体の流れと整合的に説明できるのである．

第三の流れと対応するのは，言う迄もなく，インドシナ諸国の社会主義化と

いう隣接地域に生じた政治的激変である．第一回首脳会議が多くの困難を克服

して聞かれたのはこの新たな安全保障問題に反応するためであった.21）ところ

で，首脳会議の重要な成果は ASEAN協調宣言，東南アジア友好協力条約締結，

中央事務局設置協定調印の三つである．このうち後の二つについてはインドシ

ナ情勢が激変する以前にその大綱が定められていた• 22）また，経済計画担当相，

会議の設置という ASEANの機構改革上も，政治協力の制度化上も，極めて重

要な決定は，第七固定例会議における工業協力推進のための会議開催決定，第

八固定例会議における一次産品問題のための会議開催決定の延長線上にある．

こうしてみると，制度化の第三の流れの中で，首脳会議が開催されたこと自

体と協調宣言の発表とを除くと， 重要な活動はすべてインドシナ情勢が激変す

る前に開始されている．山 1975年から76年にかけての第三の制度化の流れはイ

ンドシナ情勢の激変が原因のように見えるが，その流れの底流は74年頃から動

き始めていた．国際環境の激変はこの底流のエネノレギーを表層流に転化し，流

れを速める方向に作用したが，原因そのものではない．第三の流れの原因は，

その前の安定的実質的活動の成果が新たな制度化を必要としていたことに求め

られるであろう．

本稿では ASEAN内部の動きを分析しているので，この項でも制度化の要因

の中で内在的なものを強調し外圧的なものを強調しないように意識的に努め

た．その結果，政治協力の制度化の第ーの流れは外圧によってひきおこされた

ものの，その後第二の流れ，第三の流れが生じるのは ASEAN内部の自律的な

活動の結果であり，国際環境は自律的活動の促進（加速）要因であるという結
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論が出た． しかも第一の流れでさえ， ASEAN諸国の選択という自律性が大き

く寄与していたので、ある．

羽結 論

国家聞の協力を可能にしさらに実りあるものに育て上げるには，相互信頼

と安定的な接触の場とがある程度は保証されなければならない. ASEANの最

初の10年間における政治協力の歴史は，このような必要条件を ASEANの枠組

の中に備えるのにほとんど費やされた．

設立早々，域内外から難題を突きつけられた ASEANは，構成諸国政府の努

力によって ASEANとし、う枠を利用した非公式な政治協力の場を創り出すこと

に成功した．もちろんこの成功が問題解決を保証したわけではないが，その可

能性を大きく開いたと言えよう．従来の見解がえてして ASEAN初期の活動を

極度に軽視するのに対して，本稿の分析によれば，初期のうちに政治協力が開

始され，制度化の端絡が切り聞かれたのである．その後2年を経ずして，非公

式な政治協力は定例化され，政治協力の場はし、わゆる特別外相会議や定例外相

会議期間中の別会議として設定されるようになった．これと相前後して，純粋

に ASEANの公的機関である定例会議そのものは，経済協力を主に担当するよ

うになった． このよう な組織分化による ASEAN の分業体制は，ASEAN10 

年史の中で最も長く （といっても長く見積って6年，短く見積って4年）かっ

安定した ASEANの姿であった．

1976年を中心と した大規模な機構改革の結果，既に実質的には公式化してい

た政治協力が，形式的にも ASEANの公的活動であることが確認された．本稿

の考察限界の 1977年を越えて 1980年現在に至るまで， ASEANの政治的側面

はこのような状態にあると考えられる．

10年間に見られた ASEANの政治協力の制度化は ASEANとし、う組織体の漸

進的分化過程の一環として位置づけられる．すなわち，比較的単純で未分化で

あった ASEANは定例外相会議という唯一の組織の他に非公式会議を形式
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的に ASEANと切り離して創った．そして機能的には定例会議は ASEAN本来

の経済協力を担い，非公式会議は必要に迫られている政治協力を担うことにな

った．政治協力に関してはその非公式的性格を徐々に公的性格に機構的に変え

るとともに，経済協力に関しては実務化の道を進め，結局，経済計画担当相会

議を創設しそれに外相会議はその機能を譲ったのである．外相会議は非公式

会議を吸収し，政治協力と全般的協力調整を担当するようになった．こうして，

ASEAN の機構的にも機能的にも新しい分化が成立したので、ある • 24) 

以上のような ASEANの政治協力の制度化は，従来の見解に従えば，域外国

際環境の変化，具体的に単純化すれば安全保障の状況悪化によって引き起こさ

れたものである．本稿の分析に基づいて推論を行なえば，最初の制度化の流れ

は国際環境の変化に起因する部分があることは否定できない．しかし域内紛争

を解決しようとする努力や， ASEAN というまだ新しい枠組を利用しようとい

う合意は外部から押しつけられたものではなく， ASEAN諸国の選択であった．

こうした自律性が大きく作用して ASEAN成立後極めて早い段階に政治協力の

制度化が始まったので、ある． 続く第二，第三の制度化の流れも基本的には第一

の流れによって始まった ASEANの自律的な発展が引き起こしたと言える．

もちろん，米中ソの動きや隣接するインドシナ情勢が ASEANに影響を及ぼさ

ないわけはない．しかし今日までのところ，これら国際環境要因は基本的な

要因というよりむしろ ASEANの自律的な政治協力の制度化を早めたり速めた

りする加速要因として作用してきた.ASEANのような小国の連合体の場合に

は，どうしても大国や国際環境に対する依存性が重視されがちである．このよ

うな傾向の中で， ASEANにおける自律性を強調しておくことも意義があるで

あろう．

本稿の議論は「協議」とし、う最広義の，したがって最も弱L、意味での協力概

念に基づき，しかも外相会議のみに着目した分析が中心となっている．結論の

一般性や推論の妥当性を検証するためには，より狭義で強い意味における政治

協力の分析や，外相会議を補佐する政治協力的委員会の活動の分析などが今後

必要であるう．政治協力をより完全に理解するには経済協力とも関連させて，
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ASEANの全体的活動を把握してお く必要もある．しかし何より も必要なのは，

単に活動の実態や協力の制度化の過程を明らかにするだけではなく，本稿の最

後で試みられたような要因分析をさ らに本格的体系的に行なうことによって，

明らかにされた現象を ASEANの実体に即して社会科学的に説明することであ

る．

i主

l) たとえば〔Pollard 1970〕．〔Leifer1973〕，（Chawlaet al. 1974：・ 113-115〕， 〔vander Kroef 

1974〕なと．は多数派の見方を代表していた．問題点を指嬬しながらも，ASEANの可能性を積極

的に認めたものは，〔Gordon 1969］，その Gordonに指導された（Paceet al. 1970〕， 1970年

の Ph.D.論文を土台にした〔Solidum1974〕など数少なかった．

2) たとえば〔Shee1976, 1977〕，〔矢野1977〕，〔松本1977〕など もちろん.ASEAN諸国内部

にさえ〔Ariff1977〕のように悲観論は生き残っている．

.3) 収束しつつある見解は，〔松本1977〕．〔南1977〕，〔岡部 1977〕，〔矢野1977, 1978〕など日本人

の研究にも，〔Shee1976, 1977〕や〔Morrison& Suhrke 1978〕など海外の研究にも観察する

ことができる．ただし強調の程度や重視する出来事その他について，各見解には多少の差異が

存在している．ここでは相異点よりも類似点を強調してまとめた．

4) ASEAN 設立宣言を初めとする重要な宣言や条約などの邦語訳については〔阿部（編） 1977〕

を利用したなお，本稿においては会議の開催日と場所，共同コミ ュニケ，報道発表（pre詞

statement, pre田 release）等の出来事や事実についての基本的なデータに関しては，特に必要と

思われるものを除いて，逐一注を付すと煩雑になるので紙数の節約を兼ねて末尾に一括して依拠

した文献を載せた．

5) ASEAN設立宣言に規定されている

6) 事実上は特別委員会や調整委員会などと称する組織が実務を担当している これらがASEAN

のものか ASEAN諸国のものかについては各委員会が微妙な問題点を持っている．

7) 外相会議以外の政治協力も，もちろん重要である．特に域外関係は詳細に分析する必要がある

が，本稿の目的からはずれるので，別の機会に譲りたい

:8) サパをめぐるマレーシア・フィリピソ紛争に関しては〔黒柳 1977〕を参照．第二固定例会議終

了後，他の ASEAN諮問，特に:fJイ，インドネシア両国外相の働きかけて九両当事国代表は非

公式会談をしている．タナット自身がこの点について明言した記録を発見していないが，サパ問

題で緊急非公式会議を開かなければならない事態を予想していたと推測するのは，彼の予知能力

を過大評価しているだろうか．

唖） ASEAN諸国の中立地帯宣言をめぐる諸問題については〔Ott1974〕，〔Wils。n1975〕，〔岡部

1977〕を多照

lO) 第二回特別会議という呼称は，会議当時，インドネシアの報道のみに Sidang Khusus Ke・ II 

という表現で最初に出てくる．この用法が次第に一般化していったのではないだろうか．

!.1) たとえばインドネシア圏内事務局発行の ASEAN紹介書 ASEAN: the Association of 

Southeast Asian Nations (2nd edition, 1975）によると， 1975年中葉までの特別会議として，

71年11月，72年7月， 73年 2月 ・4月，74年 5月， 75年5月の非公式会議を掲げている．また，

第二回首脳会談の際のマレーシア外務省発行の広報番， Factson ASEANは会議のリスト こそ

公表していないものの，中立化構想などを協議するため特別会議が何回か関かれたと記している．

l2) 外相会議のような出来事（イヴェン ト） が協力か敵対かを判定し，その頻度や重み付け累積な

どで国際関係を分析する方法をイヴェント・（データ・） アナリシスと呼ぶ 第E節2で言及し
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た（McClelland& Hoggard 1969〕の国家行動の分類もイ ヴェント ・デ－！，.作成のためになさ

れる作業の一環である この種の分析方法でIi.，データ作成の基礎資料の選択を誤まると，紛争

的なイヴェントばかり集まったり，イヴェントが十分網羅されなかったりして，データに偏りが

生じる場合がある．本稿では外相会議とL、う重要な出来事を，政府文書や現地報道から拾い出し

ているので偏りの問題はないと思われる．

L3) たとえば， 1975年に草案ができた東南アジア友好協力条約，中失事務局設立協定の本調印，

（以上第一回首脳会議で調印），特恵貿易制度協定（77年2月特別会議で調印）などが，ここで言

う重要案件である．

14) 第IV節 3 で明らかになる ように定例会議は大体経済協力を担当し，非公式会議が政治協力を

担当しているので，後者のみに着目すべきかも知れない． しかし定例会議の 「定例性」により，

たとえこれを除いても，全体のパターンは全然変わらない．

15) 1978年以降は本稿の対象外である 78年の ASEAN外相会議は定例会議とその際の非公式

会議の 2回であったので，後者の可能性が強い． ただし， ASEANの対域外共同行動として域

外国と ASEANの外相会議が関かれるようになった78年以降は，このような新たな政治協力が

外相レベノレで実行されるようになったので，機を改めて十分に分析したい．

16) 指標計算における，「全協力項目」とは「・」印でまとめられた項目の数である したがって，

会議の共同声明の文章に掲げられている項目数とは一般的に異なっている．

正7) そこで計算した平均と標準偏差は記述統計学的考え方に基づく．推測統計学の考え方を応用し

て，母分散が未知でかつ異なる場合を前提と して母平均の差を検定すると， 定例会議より特別及

び非公式会議の方が政治協力の比率が高いことは， 0.5% （片側検定）の有意水準で主張できる

ことで分析している指標に関しては， 他に幾つかの帰無仮説を統計的検定で棄却できたり，適

合度検定を応用したりできる．しかし，この積のデータに対して母集団や確率変数の概念をあて

はめて分析することに問題がないわけではないので，本稿では一切省略する．別の機会に推測統

計学応用の妥当性をも含めて議論したい

18) 東南アジアの国々が大国の力関係の傍観者の立場を好まない〔Chawlaet al. 1974: 115〕にし

ても，外部の寄威が内部の結束を高める 〔松本 1977: 24-25〕にしても， ASEANないし

ASEAN諸国が域外国際環境に依存している点は疑うべくもない．

19) 設立された当時，ASEAN は， おそらく構成国聞の対立によって， 短命に終わるだろうとい

う予想、が常識だった〔Morrison& Suhrke 1978: 286〕．

20) 〔矢野 1977〕も〔松本 1977〕もこのクアラ ・ノレンプル宣言を出した外相会議をもって ASEAN

の第一期と第二期とを分けているのは， 1970年代初めの国際環境の諸変化に反応して初めて統一

的にうちだされた ASEAN側の活動がこの宣言であると考えているからである．

21) 第一回首脳会議までに多くの障碍があったことは， 開催が当初予定より半年も遅れ，開催直前

まで事務レベノレ・ 閣僚レベルの折衝が続いたことでも解るであろう． 〔矢野 1977〕はこの首脳会

議以後，〔松本 1977〕は 75年 5月の第八固定例会議以後を第三期としているが，この新しい活

動期に入る最大の原因は両者ともイソドシナ情勢の激変であったと考えている．

22) まず，友好協力条約については，ASEAN の強化と中立地帯擁立｝のための一環として地域内

紛争の平和的解決のための効果的手続きを確立することが第七固定例会議時の非公式会議で合意

されている．高官委員会でこの問題を協議した結果， 75年 5月の第八固定例会議で，すでに，各

国政府が検討すべき条約草案が受理されている また，中央事務局設置協定も第八固定例会議に

おいて仮調印されている．そもそも，第六固定例会議で設置を検討する委員会を作り，第七回定

例会議でジャカルタに設置することが決まっていたのである．

23) 首脳会議開催の声は以前から一部の構成国で上がっていたことは事実である．しかし開催の正

式決定は第八回定例会議でもなされなかった．

言4) 形態的にも機能的にも比較的単純なシステムが，複数の質的に異なるサプシステムに分解する

過程は分化そのものである．さらに個々のサブシステムの形態的機能的特殊化が進行し，特異性
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が擁立するという意味においても， ASEANの政治協力の制度化とそれに伴う全体的変容は分

化のプロセスである．
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